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The method to seek the reparing timing of concrete structure is proposed in order to obtain Life Cycle 
Cost in this paper. LCC is computed by evaluating the reparing cost and expected damage cost caused by 
earthquake in life span. Optimum reparing timing is obtained by the total expected benefit minimum. 
Target structure is landing pier recived the chloride induced damage.  
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１．はじめに 

鉄筋コンクリートはメンテナンスフリーと考えられて

きた。しかし、近年、鉄筋コンクリート構造物に塩害、

アルカリ骨材反応、凍害などを原因とした劣化が報告さ

れている。構造物を長期供用に供するためにも維持管理

の必要性や重要性が認識されるようになって来ており、

土木学会のコンクリート標準示方書でも「維持管理編」
1)が刊行されている。供用年数と橋梁数の推移の関係を

図－１に示す。供用期間を50年と考えると、2030年以降

には橋梁総数の半分を超えることが試算されている2)。

上記情勢のもので、建設から供用停止に至るトータルコ

ストの中で維持管理費の示す割合が高くなってくると予

想される。コスト低減が強く要請される今日では、ライ

フサイクルコスト(Life Cycle Cost：以降LCCと略する。)  
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図－１ 供用年数の推移2)

に注目が集まってきている。しかし、経年を考慮した構

造物の性能変化、LCCの算定方法、評価方法などに関し

て確立されていないのが現状である。 
本研究は、LCC算定3)の構造物として、海洋環境下にあ

り塩害にさらされる鉄筋コンクリート構造物を対象にし

た。塩害劣化のモデル化とLCCを計算するための基本概

念や評価システムのフローを精査し、新たに再劣化を評

価するための「再劣化係数」を導入した。費用は補修費

用と地震時の期待損失費用を取上げ、現在価値に費用を

直すことで総費用を比較し、最適な補修レベルの選定を

する。この考え方を基に、桟橋上部工の鉄筋コンクリー

ト部材に適用し、上記の方法の妥当性を検証した。 
 

２．塩害劣化のモデル 

塩害劣化の過程は、４つの区分で説明される。図－2に

示すように、①潜伏期，②進展期，③加速期および④劣

化期の区分が考えられる．つまり，コンクリート表面か

ら塩化物イオンが浸透し，鉄筋の腐食を開始させ，鉄筋

腐食膨張圧により鉄筋軸方向のひび割れを発生させ，ひ

び割れ後さらに鉄筋の腐食速度が加速され、その後、耐

荷力が低下し、終局を向かえる。本研究では、劣化レベ

ルL(t)と劣化状況の関係を表－１のように仮定すること

で、時間tの劣化レベルL(t)を図－２の劣化状況を参考に

式(1)のように設定した。 
 

t=0～t1 L(t)=5 

 t=t1～t2 L(t)=5-α1(t-t1)        (1) 
t=t2～  L(t)=4-α2(t-t2) 
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ここで、t：経過年数、t1：腐食ひび割れ発生開始時間、

t2：過大なひび割れが発生する時間である。α1,α2：劣

化速度を表す係数である。本研究では、既往の推定式な

どを参考に、図－３のように設定した。 
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図－２ 劣化モデル4)

 

表－１ 健全度と劣化状況 
健全度 記 述 備 考 

1 かぶり部がはく離し、著しい

損傷がみられる。 

（劣化期）

2 ひびわれが進展し、最大ひび

われ幅で 0.8mm に達する。 

（加速期）

3 ひびわれが顕在化し、ひびわ

れ幅 0.4mm 程度に達する。 

（進展期）

4 微細なひび割れが発生する。 （進展期）

5 健全。 （潜伏期）
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図－３ 劣化レベルL(t)と経過時間tのモデル 

 
 

３．ライフサイクルコスト 
(1)劣化モデルの構築 

対象構造物がある劣化レベル以下になると地震などの

異常時の荷重により倒壊すると考える。塩害劣化した経

過年数t年での構造物の健全度をL(t)とする。健全度レベ

ルの性能関数fR(L(t))は、平均値が式(2)で求められる健全

度 で、標準偏差σRの正規分布と仮定した。本研究では、

健全度の推定誤差を1.0と仮定した。地震で倒壊する構造

物の限界健全度レベルをLcrとすると、経過時間tでの地震

により倒壊する破壊確率Pf(t)は式(2)により計算される。 

 

           (2) ( ) ( )( )dLtL
crL

RftfP ∫
∞−

=

 

ここで、 fR(L(t))：健全度レベルL(t)の性能関数で、 

( ) ( )( )0.1,tLNtL = と仮定した。Lcr：地震で倒壊する構造

物の健全度レベルである。 

健全度レベルと経過時間の関係の模式図を図－４に示

す。経過時間が経過するにつれて、健全度レベルが低下

する。低下することにより限界健全度レベルを超える確

率が大きくなる。限界健全度レベルをLcr=1.0と設定した。

本研究は、補修をする時期をどうするかの問題である。

劣化レベルが低下すると破壊確率が大きくなり、あまり

早い時期に補修をすると、耐用期間中の補修費用が増大

する。被害時の構造物の重要度を考慮し、補修の健全度

レベルを設定する必要がある。 
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図－４ 健全度レベルと経過時間 

 

来るべき東南海地震は、ここ３０年以内に８０％の確

率で発生すると言われている。地震の年発生確率Piとし、

n年間に地震が発生する確率Poは、式(3)で求められる。 

 

             (3) ( )niP11oP −−=

 

式(3)にn=30年、pf=30%を代入すると、Ｐi=0.05が求め

られる。 
構造物の耐用期間m年内の破壊確率pfmを求める。経過

年数tでの構造物の破壊確率は、地震の発生確率Piと発生
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した時に破壊する確率Pf(t)を掛け合わせることで求めら

れる。したがって、耐用期間内での破壊確率Pfmは、式

(4)で求められる。 
 

( )( tfPiP0.11t

m
0.1fmP ⋅−

=
Π−= )       (4) 

 
Pf(t)：t年時での限界健全度レベルLcr=1以下になる確率、

Pi：年の地震が発生する確率、m：構造物の耐用期間で

ある。 
 

(2)最適な補修レベル 

次に、最適な補修レベルの求める方法を説明する。耐

用期間内の補修費用と地震による期待損失費用の和を総

期待費用CTとすると、式(5)で表される。 

 

fCfmPRCnTC ⋅+⋅=       (5) 

 

ここで、n：耐用期間内の補修回数、CR：補修費用、

Cf：地震被害時の損失費用である。地震被害時の損失費

用Cfは、直接的損失費用CDと社会的損失CＳの２つに分類

される。直接費用は、建設費Ccの２～３倍程度と定量的

に評価することができる。しかし、社会的損失費用CSは、

道路橋であれば交通が遮断された場合と迂回路がある場

合では異なり、評価が難しい。本研究では、式(6)のよう

にCfの値を建設費の比率の係数γで評価することにした。

ここで、γを構造物の重要度係数と呼称する。 
 

CCDCSCfC ⋅γ=+=      (6) 

 

次に、式(5)の総期待費用の式を無次元化する。CR=

α・Cc、Cf=γ・Ccと置き、式(5)を無次元化すると、式

(7)が求められる。 

           

   (7) 
γ⋅+α⋅=

⋅+⋅==β

fmPRn
cC/fCfmPcC/RCncC/TCT

 

最適な補修レベルLRoptは、式(7)を最小にする補修レベ

ルが選ばれ、式(8)のように求められる。 
 

Min {βT} such that LRopt=LR           (8) 
 

(3)再劣化のモデル 

全ての部位を補修しても、塩害を受けた構造物を補修

した場合、コンクリート中に浸透した塩分の全てを除去

することは困難であり、再劣化も懸念される。そのため、

補修後構造物は新設と全く同じ条件とはならず、劣化は

早期に発生すると考えられる。本研究では、再劣化を考

慮するための再劣化係数を考えた。補修間隔に対して式

(9)に示すように再劣化係数を乗ずることで再劣化を考慮

した。 

         (9) 1k
1TkT −α⋅=

 

ここで、Tk：k回目の補修間隔、T1：１回目の補修間隔、

α：再劣化係数で、既往の研究を参考に0.9と設定した。 
 

(4)時間的価値の評価方法 

補修を行う際の時間的な差異によって生じる時間的価

値の差を、経済学でよく用いられる現在価値法を用いた。

この方法は、将来支出される費用を金利を考え、現在の

価値に割り戻す方法であり、式(10)で表される。 

      

( )

( )
( )
( ) 1

h1
i1k,

nk1

1
pR

FCn,kpRpC

−
+
+

=
+

=

⋅=

      (10) 

 

ここで、n:経過年数、iは資本の利率、hは物価上昇率

である。本研究では、i=3%、h=1%と仮定すると、k=2%

となる。同様に、地震による期待費用も現在価値に割り

戻した。 
 

(5)補修費用のモデル 

補修費用は、大きく足場などの仮設費用と補修費用の

２つに区分される。そのため、補修費用のモデルを図－

６のように一定の費用が指数的に増大するとした。特に、

健全度レベルが小さい場合は、補修というよりも補強と

なるために補修費用を大きく見積もった。 
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図－６ 補修レベルと補修費用 

 

５. 計算例 

対象の構造物は、海洋環境に曝されているコンクリー

トコンクリート橋とする。コンクリート橋の劣化曲線に

図－３を採用する。耐用期間を７５年とする。対象とす
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る地震動の年発生確率Pi=5%として、破壊確率を求める。

補修レベルをLR=３の時の計算した劣化の過程と経過年

数の関係を図－７に示す。図に見られるように、補修の

繰り返しの影響を受け、補修までの期間が徐々に小さく

なっている。この補修では、耐用期間内に５回の補修を

繰り返すことがわかる。この計算を補修レベルLR=1.0

～4.0までを0.5刻みで、耐用期間内の破壊確率と補修回数

を求めた。補修レベルと破壊確率の関係を図－８に、補

修レベルと補修回数の関係を図－９に示す。補修レベル

が低くなるにつれて、指数的に破壊確率は大きくなり、

逆に、補修レベルが高くなると補修回数が多くなる。こ

の両者の重みを考慮することで、最適な補修レベルLRopt

が決定される。補修レベルLRと補修費用CR、破壊時の期

待損失費用Cfおよび総期待費用の関係を、重要度係数γ

=2.0、5.0および10.0の場合について、図－１０(a),(b)お

よび(c)におのおの示す。γの値の設定は、2.0は社会的

損失費用を考慮しない場合、5.0、10.0は社会的費用を中

くらいに考慮した場合、10.0は大きく考慮した場合であ

る。各図に見られるように補修費用は、補修レベルが大

きくなるにつれて大きくなり、破壊時の損失費用は逆転

する。 
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図－７ 健全度レベルL(t)と経過年数T 
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図－８ 補修レベルLRと破壊確率Pf

 

損期待費用が最小を最適な補修レベルと考えると、γ

=2.0の時は補修レベルLR=1.5が最適になり、γ=5.0および

γ=10.0の時は補修レベルLR=3.0が最適になる。このよう

に、損失費用が小さな場合は、補修をせずに、問題が出

た時に補修をするということを意味している。重要度係

数が大きい場合の解は変わらず、ある程度重要であれば

補修を早めにすることが重要であることを示唆している。 
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図－９ 補修レベルLRと補修回数n 
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図－１０（ａ）期待費用と補修レベルLR（γ=2.0） 
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図－１０（ｂ）期待費用と補修レベルLR（γ=5.0） 
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図－１０（ｃ）期待費用と補修レベルLR（γ=10.0） 

 

６. まとめ 

本研究では、LCC算定の構造物として、海洋環境下に

あり塩害にさらされる鉄筋コンクリート構造物を対象に

した。耐用期間内の塩害劣化による補修費用と地震時の

期待損失費用を取上げ、現在価値に費用を直すことで総

費用を比較し、最適な補修レベルの選定をした。本研究

で，明らかになったことを以降に箇条書きで示す。 
(1)塩害劣化を受けるコンクリート構造物の補修費用と地

震力による倒壊の期待費用の足合わせによる総期待費

用を設定し、最適補修レベルの求め方を提案した。 
(2)重要な橋梁構造物では、早めの補修が必要で、健全度

レベル3.0での補修が必要となる。 

(3)交通上あまり問題のない橋梁構造物は、劣化が厳しく

なり問題が発生して補修するのが最適となった。 
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